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旅客船なんきゅう１０号旅客負傷事故に係る勧告について 

 

 本事故は、令和元年１２月２日、旅客船なんきゅう１０号が、株式会社なんきゅ

うドックが定めた安全管理規程における発航中止の条件及び基準航行中止の条件の

基準に達する気象及び海象の下、鹿児島県南大隅町根占港を出航し、同港港外を約

１２knの速力で基準航路より北方の北北西に向けて航行し続けたため、高波を船首

から受け、船体が波に乗り上がって船首が持ち上がり、客室の椅子席に腰を掛けた

姿勢の旅客の身体が浮き上がって、旅客が臀部等から同席へ落下して衝撃を受け、

負傷したものと考えられる。 

なんきゅう１０号が、根占港港外を約１２kn の速力で基準航路より北方の北北西

に向けて航行し続けたのは、船長が、船体が上下に動揺するものの、安全管理規程

の運航基準図及び同図の別表に定める速力より減速していたことから、船首方から

の波を左転しながらかわせば、安全に運航できると思ったこと、及び北北西に針路

をとることにより、風及び波を船首方から受けるものの、根占港北防波堤灯台西方

に設置されたいけす
．．．

群へ圧流されることを避けることができると思ったことによる

ものと考えられる。 

船長が、船体が上下に動揺するものの安全に運航できると思ったのは、船体が上

下に動揺した際に、旅客の身体が椅子席から垂直方向に浮き上がり、旅客が同席に

落下して脊椎骨折等を負う可能性があると思わなかったことによるものと考えられ

る。 

なんきゅう１０号が、風速が安全管理規程に定める発航の可否判断の基準に達す

る気象及び海象の下、根占港を出航したのは、船長が、風速、波高ともに同基準を

超えた場合に発航を中止すべきとの認識であったこと、また、発航の可否判断を運

航管理者から一任されていたことによるものと考えられ、このことが本事故の発生

に関与した可能性があるものと考えられる。 



 

平成２０年から令和２年１０月までに運輸安全委員会が公表した事故調査報告書

において、本事故と同様に小型旅客船（水中翼船を除く）が単独で航行し、船体動

揺によって旅客が脊椎を負傷した事故は１５件発生し、うち１１件は、速力が２２

ノット未満であった。 

小型高速船（総トン数２０トン未満、航海速力２２ノット以上の船舶であって平

水区域のみを航行する船舶を除く）を運航する事業者に対しては、既に国土交通大

臣から荒天時運航マニュアルの作成、事故防止対策の実施の徹底が指導されている

ところであるが、小型高速船以外の小型旅客船を運航する旅客運送事業者（以下「運

送事業者」という。）に対しても、同種事故の防止対策の実施について指導を行う必

要があると考えられる。 

このことから、当委員会は、本事故調査の結果を踏まえ、旅客の輸送の安全を確

保するため、運輸安全委員会設置法第２６条第１項の規定に基づき、下記の通り勧

告する。 

 

記 

 

 国土交通大臣は、運送事業者に対し、次の対策を実施するよう指導すべきである。 

 

１．運送事業者は、次の事項を船長等に周知、徹底させること。  

① 操船者は、波の影響により船体が動揺するときは、旅客が負傷しないよう

十分な減速等を行うこと。 

  ② 船長等は、強風波浪注意報等が発表される等、船体が大きく上下動するよ

うな波が想定されるときは、旅客が客席から浮き上がらず、衝撃を受けづら

い席（重心位置が後方にある場合は後方の客席）に事前に誘導すること。 

 

２．運送事業者は、基準航路、発航地及び到着地において、地形や潮流の影響を

受け、高い波又はうねりが寄せる等の場所を再確認し、その情報を船長等と共

有すること。 

 

３．運送事業者は、安全管理規程に定める発航の可否判断及び基準航行の可否判

断の基準の遵守について、船長をはじめ乗組員に対し教育及び定期的な指導を

行うこと。 


